
 

 

 

 

                      復興へ自治体負担ゼロを！ 

                    東日本大震災から 6年を前に小池書記局長と辰巳孝太郎 

                   参議院議員ら復興調査団は 8日、県庁を訪問し達増拓也知 

                   事と懇談しました（写真左）。小池氏は国が復興事業の負担        

                   を被災自治体に押し付けようとしている問題をあげ「東日 

                   本大震災の復興は国政の重要課題、復興にむけ力を合わせ 

                   取り組んでいきたい」と表明。達増知事は国が 4月から復 

興事業の負担を自治体に押し付けようとしている問題につ

いて「地方自治体にとっては逆さに振っても出てこない金 

額だ」と強調。県の木村卓也復興局長は地元負担は 5年間 

で県・市町村で 90億円に上ると説明しました。小池氏は、 

「国の予算からすれば少しのやりくりで地元負担ゼロにで 

きる」と述べ政府の姿勢をただしていくと表明しました。 

 県からは○復興交付金などの手厚い財政措置、○全国の 

地方公共団体による人材確保、○産業再生のための補助金 

制度創設などの要望が出されました。 

 小池書記局長は冒頭、党大会での知事からのメッセージ 

についてお礼を述べ、12日の県党会議への出席して頂くこ 

とに感謝の意を伝えました。 

                    県庁から移動し午後からは震災で大きな被害を受けた陸 

前高田市を訪問し市役所で戸羽市長らと懇談（写真左）、そ

の後、被災者との懇談を行いました（写真下）。 

 戸羽市長は国に震災の教訓を生かす姿勢がないと指摘し 

「求めているのは被災者に寄り添うスタンスだ」と訴え市

役所再建に国の支援を見込めない不安を語りました。 

コミニュテイホールで開催された被災者との懇談で仮設 

から災害公営住宅に昨年 10月に移った女性（65）は家賃や

共益費が発生し、 

「部屋は広くなったが震災前の仕事はできなくなり夫婦だけ 

の年金生活だけで先行きが不安だ」と話しました。浸水した 

自分の土地を売って高台に移転する男性（7１）は「売り地は 

坪 2.2万円、新しく買う土地は 5.8万円に、市の補助があっ 

ても差額の大半は自己負担になる、何とかならないか」と話 

していました。小池氏は「国へ制度改善と被災者生活再建支 

援金を 500万円に引き上げるよう野党共同で要求している」 

と紹介しました。この調査には県議団(斉藤信団長)も同行。 


